
二 一般会計予算

１ 予算規模

平成 年度当初予算は､ 中期的な財政運営指針に沿って公債費や人件費などの義務的経費等の改

革を進めるとともに､ 財政改革プラン及び青森県行政改革大綱に基づく取組方策を徹底・加速し､

可能な限り財源の確保に努めつつ､ 重点推進プロジェクト (わくわく ) への施策の選択と重点化

を図りました｡

この結果､ 平成 年度当初予算の規模は､ 億円となり､ これを平成 年度当初予算と比較

すると､ 億円､ の減となりました｡

〔第１図〕 一般会計当初予算規模の推移

２ 改革継続予算としての姿

平成 年度当初予算の編成に当たっては､ ｢元金ベースでのプライマリーバランスの着実な改善｣

及び ｢拡大が見込まれる財源不足額 (基金取崩額) の圧縮｣ を目標としましたが､ 次の第２図から

第５図のとおり､ 元金ベースでのプライマリーバランスの着実な改善､ 拡大が見込まれる財源不足

額 (基金取崩額) の圧縮が図られたほか､ 義務的経費の縮減､ 普通建設事業費における単独事業費

から補助事業費へのシフトなど､ 財政構造の改革努力の継続が図られました｡
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※平成６年度は 債繰上償還額を除く｡ 平成７年度は６月補正後｡



〔第２図〕 元金ベースでのプライマリーバランスの着実な改善

〔第３図〕 拡大が見込まれる財源不足額 (基金取崩額) の圧縮
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〔第４図〕 義務的経費の縮減

※平成 年度 平成 年度 △ 億円 ( ％減)

〔第５図〕 普通建設事業費における単独事業費から補助事業費へのシフト
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３ 歳入予算

歳入予算のうち､ 自主財源の大宗をなす県税については､ 軽油引取税､ 自動車税等が前年度を下

回ると見込まれるものの､ 課税期間の平年度化により核燃料物質等取扱税が前年度を上回るほか､

国からの税源移譲や定率減税の廃止に伴い個人県民税が大幅な増収となることなどから､ 県税収入

全体では､ 前年度を大きく上回る見込みです｡

地方消費税清算金については､ 全国の地方消費税収入見込額を基礎に算定したところ､ 微増とな

る見込みです｡

地方譲与税については､ 所得税から個人住民税への税源移譲に伴い所得譲与税が廃止となったこ

とから､ 前年度を大幅に下回る見込みです｡

地方特例交付金については､ 児童手当制度の拡充に伴い児童手当特例交付金が増となるものの､

減税補てん特例交付金が平成 年度をもって廃止となり､ これに伴う経過措置として特別交付金が

創設されましたが､ 全体としては､ 前年度を下回る見込みです｡

地方交付税については､ 地方財政全体の歳出規模の抑制に加え､ 地方税収において相当程度の伸

びが見込まれること等により､ 地方財政計画において地方交付税総額が抑制されている中､ 本県の

県税収入の動向等を踏まえ､ 普通交付税から振り替えられる臨時財政対策債を含めた実質の地方交

付税総額について､ 前年度と同額程度と見込みました｡

国庫支出金については､ 一般公共事業費の減等により､ 微減となる見込みです｡

県債については､ 新規発行の抑制に努めたことから､ 東北新幹線鉄道整備事業費負担金等の大規

模プロジェクト事業費に係る県債が大幅増となったほか､ 退職手当の増加に対処するため新たに退

職手当債を発行することとしたものの､ 全体としては､ 微増にとどめ､ 元金ベースでのプライマリー

バランスを改善させることができました｡

基金繰入金については､ 拡大が見込まれた財源不足額について､ 財政改革プランや行政改革大綱

の取組みの徹底・加速に加え､ 中期的な財政運営指針に基づき公債費や人件費などの義務的経費の

改革を進めた結果､ 予算編成の目標として掲げた中期財政試算・ローリング (平成 年 月) で見

込んだ財源不足額以下に圧縮しました｡

臨時財政対策債とは､ 地方交付税の財源不足分を補てんするための借入金のうち､ 地方自治体が負担

することとなった分について､ 自治体自らが直接借入することによる特例公債です｡ なお､ この臨時財

政対策債の元利償還金相当額については､ その全額を後年度地方交付税に算入することとなっています｡



〔第６図〕 歳 入 予 算 の 構 成 内 容

県が自ら徴収又は収納できるのが自主財源であり､ 国から定められた額を交付されたり､ 割り当てら

れるのが依存財源です｡ また､ 県の歳入は､ その使途が特定されているかどうかにより特定財源と一般

財源とに分類されます｡
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県税

億 万８千円で､ 前年度と比較しますと､ 億 万４千円､ ％の増となっています｡

なお､ 税源移譲に伴う増収額を除いたベースでは､ 前年度と比較しますと､ 億 万４千円､

％の増となっています｡

〔第７図〕 県 税 の 税 目 別 構 成 内 訳
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地方消費税清算金

億 万１千円で､ 前年度と比較しますと､ 万２千円､ ％の増となっています｡

〔第８図〕 地 方 消 費 税 清 算 金 の 状 況

地方交付税

地方公共団体間の財政力の地域間格差を是正し､ 一定の行政水準を確保できるようにするため､

各地方公共団体ごとに標準的な基準財政需要額と基準財政収入額とを算定し､ 財源不足が生ずる場

合にその不足額について国から交付されるものです｡ 平成 年度は､ 億 万円で､ 前年度

と比較しますと､ 億 万円､ ％の増となっています｡

〔第９図〕 地 方 交 付 税 の 状 況

なお､ 普通交付税から振り替えられる臨時財政対策債を含めた実質の地方交付税総額ベースで

は､ 万円､ ％の増となっています｡
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国庫支出金

億 万４千円で､ 前年度と比較しますと､ ５億 万円､ ％の減となっています｡

〔第 図〕 国 庫 支 出 金 の 状 況

県債

億 万円で､ 前年度と比較しますと､ ６億 万円､ ％の増となっています｡

〔第 図〕 県 債 の 発 行 額 の 推 移
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〔第 図〕 歳入総額に占める県債の発行額の比率の推移
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４ 歳出予算

○款別予算概要

歳出予算の款別構成内訳は､ 第 図のとおりとなっています｡

なお､ 款別構成内訳の推移は､ 第 図のとおりです｡

〔第 図〕 款 別 構 成 内 訳

グラフには表せませんが､ このほかに予備費が１億５千万円計上されています｡
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〔第 図〕 款別構成内訳の推移
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総務費

本年度予算額 億 万７千円

前年度予算額 億 万９千円

この予算は､ 県行政の総括管理､ 企画事務等の遂行､ 徴税､ 選挙等に要する経費です｡ 前年度と

比較しますと､ 億 万８千円､ ％の増となっています｡ これは､ 主として､ 県議会議員選

挙費､ 参議院議員選挙費､ 知事選挙費の増によるものです｡

民生費

本年度予算額 億 万６千円

前年度予算額 億 万７千円

この予算は､ 県民生活の安定と福祉の増進を図る経費です｡ 前年度と比較しますと､ ９億

万１千円､ ％の減となっています｡ これは､ 主として中核市移行に伴う保育所運営費等負担金

の減によるものです｡

総務管理費

企画費

県民生活費

徴税費

市町村振興費

その他
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億 百万円
( ％)
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社会福祉費

児童福祉費

生活保護費
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その他

億 百万円
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その他
百万円
( ％)

年度
億 百万円
( ％)

億４百万円
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( ％)
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( ％)

億 百万円
( ％)
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百万円
( ％)
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その他
百万円
( ％)



環境保健費

本年度予算額 億 万円

前年度予算額 億 万９千円

この予算は､ 県民の健康を守り､ 快適な生活環境を保持するための経費です｡ 前年度と比較しま

すと､ 億 万１千円､ ％の増となっています｡ これは､ 主として県境不法投棄対策費の増

によるものです｡

労働費

本年度予算額 億 万１千円

前年度予算額 億 万５千円

この予算は､ 労働力の安定確保､ 職業訓練､ 失業対策等に要する経費です｡ 前年度と比較します

と､ 万４千円､ ％の減となっています｡ これは､ 主として職員手当等の減によるものです｡

労政費

職業訓練費

労働委員会費

億円
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４億
百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

１億 百万円
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公衆衛生費
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医薬費
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大学費

公害対策費

その他

年度
億 百万円
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億 百万円
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億 百万円
( ％)

億 百万円
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農林水産業費

本年度予算額 億 万４千円

前年度予算額 億 万円

この予算は､ 農林水産業の振興を図るための経費です｡ 前年度と比較しますと､ 億 万６

千円､ ％の減となっています｡ これは､ 主として農協経営基盤強化総合対策資金貸付金の減に

よるものです｡

商工費

本年度予算額 億 万２千円

前年度予算額 億 万３千円

この予算は､ 中小企業を中心とした商工業の振興､ 企業誘致､ 観光物産の振興､ 大規模開発等を

図るための経費です｡ 前年度と比較しますと､ 億 万１千円､ ％の減となっております｡

これは､ 主として､ 青森県特別保証融資制度貸付金の減によるものです｡

商工費

観光費

大規模開発費

年度
億 百万円
( ％)

億
百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

億円

農業費

りんご振興費

畜産業費

農地費

林業費

水産業費

億円

年度
億

百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

億
百万円
( ％)
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億 百万円
( ％)

年度
億 百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

億
百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

年度
億 百万円
( ％)

億
百万円
( ％)

億 百万円
( ％)



土木費

本年度予算額 億 万６千円

前年度予算額 億 万７千円

この予算は､ 道路､ 河川､ 砂防､ 港湾､ 都市計画､ 住宅等の県民生活の基礎となる公共施設の整

備を図るための経費です｡ 前年度と比較しますと､ ８億 万１千円､ ％の減となっています｡

これは､ 主として一般公共事業費の減によるものです｡

警察費

本年度予算額 億 万円

前年度予算額 億 万４千円

この予算は､ 公共秩序を維持し､ 県民生活の安全確保を図るための経費です｡ 前年度と比較しま

すと､ ４億 万４千円､ ％の減となっています｡ これは､ 主として人件費の減によるもので

す｡

土木管理費

道路橋梁
りょう

費

河川海岸費

港湾費

都市計画費

その他

年度
億 百万円
( ％)

億
百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

億円

0 100 200 300 400億円

警察管理費

警察活動費

年度
億 百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

年度
億 百万円
( ％)

億
百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

年度
億 百万円
( ％)

億 百万円
( ％)



教育費

本年度予算額 億 万４千円

前年度予算額 億 万１千円

この予算は､ 学校教育､ 体育､ 文化､ 社会教育等の振興を図るための経費です｡ 前年度と比較し

ますと､ 億 万７千円､ ％の減となっています｡ これは､ 主として教職員人件費の減によ

るものです｡

公債費

本年度予算額 億 万１千円

前年度予算額 億 万３千円

この予算は､ 一時借入金の利子及び県債の償還のための経費です｡ 前年度と比較しますと､ 億

万８千円､ ％の増となっています｡ これは､ 主として県債償還費の増によるものです｡

その他

その他の歳出予算として､ 県議会の運営のための経費､ 災害復旧費､ 諸支出金及び予備費があり

ます｡

なお､ 平成 年度当初の歳出予算に計上された主なものは､ 付表１のとおりです｡

教育総務費

小学校費

中学校費

高等学校費

特別支援学校費

その他

年度
億 百万円
( ％)

億７
百万円
( ％)

億
百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

億円

年度
億 百万円
( ％)

億
百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

億 百万円
( ％)

億 百万円
( ％)



○性質別予算分析

歳出予算を性質別に分析しますと､ 義務的経費､ 投資的経費､ その他の経費の三つに大別されます｡

義務的経費

義務的経費は､ 支出が義務づけられている経費で､ 人件費､ 扶助費及び公債費で構成されます｡

人件費は､ 一般行政職員 人､ 警察職員 人､ 学校職員 人の合計 人の給与費等で

す｡ 扶助費は､ 生活保護費､ 児童福祉等に係る措置費､ 精神病､ 結核等に係る医療給付金等です｡ ま

た､ 公債費は､ 県債の償還及び一時借入金の利払に要する経費です｡

義務的経費の総額は､ 億 万９千円で､ 前年度と比較しますと､ 億 万９千円､ ％

の減となっています｡ これは､ 人件費について､ 退職者数の大幅な増による退職手当の増加が見込ま

れるものの､ 定員適正化を着実に実施すること等により 億 万１千円の減額となったこと､ 公

債費について､ これまで実施してきた借換債の発行､ 繰上償還等の公債費対策により一定の抑制が図

られたものの､ 近年の地方財政不足に充てるための地方債等の償還費の増加により 億 万８千円

の増額となったこと等によるものです｡

また､ 予算総額に占める割合は ％で､ 前年度の ％と比較して ポイント増加しています｡

投資的経費

投資的経費は､ 社会資本の整備を図るための経費で､ 普通建設事業費及び災害復旧事業費で構成さ

れています｡

投資的経費の総額は､ 億 万２千円で､ 前年度と比較しますと､ 億 万１千円､ ％

の増となっています｡ これは､ 主として災害復旧事業費の増によるものです｡

その他の経費

その他の経費としては､ 補助費等､ 貸付金､ 物件費等があり､ その総額は､ 億 万９千円

で､ 前年度と比較しますと､ 億 万２千円､ ％の減となっています｡ これは､ 主として青森

県特別保証融資制度貸付金の減によるものです｡



〔第１表〕 性 質 別 予 算 の 状 況

(単位 千円)
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〔第 図〕 性 質 別予 算構 成比

〔第 図〕 性質別予算構成比の推移
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